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母子家庭自立支援母子家庭自立支援
給付金制度について給付金制度について

市では、母子家庭のお母さ
んの就業促進のため、次の
制度を実施しています。い
ずれも所得制限や支給の条
件がありますので、事前に
ご相談ください。

母子家庭自立支援母子家庭自立支援
給付金制度について給付金制度について

　

国
民
年
金
保
険
料
を
未
納
の
ま

ま
に
し
て
お
く
と
、
将
来
の
老
齢

基
礎
年
金
や
、障
害
・
死
亡
と
い
っ

た
場
合
の
障
害
基
礎
年
金
・
遺
族

基
礎
年
金
が
受
け
ら
れ
な
く
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

失
業
や
所
得
が
少
な
い
な
ど
の

理
由
で
、
保
険
料
を
納
め
る
こ
と

が
困
難
な
場
合
に
は
、
免
除
制
度

や
納
付
猶
予
制
度
が
あ
り
ま
す
の

で
ご
利
用
く
だ
さ
い
。
制
度
の
適

用
を
希
望
す
る
場
合
は
、
早
め
に

市
民
課（
本
庁
ま
た
は
総
合
支
所
）

で
手
続
き
を
し
て
く
だ
さ
い
。

　

申
請
が
遅
れ
て
も
、
免
除
や
若

年
者
納
付
猶
予
は
申
請
年
度
の
７

月
ま
で
、
学
生
納
付
特
例
は
４
月

ま
で
さ
か
の
ぼ
っ
て
承
認
さ
れ
ま

す
が
、
申
請
日
前
に
生
じ
た
事
故

や
病
気
に
よ
る
障
害
・
死
亡
に
つ

い
て
は
、
障
害
基
礎
年
金
や
遺
族

基
礎
年
金
を
受
け
ら
れ
な
く
な
る

場
合
が
あ
り
ま
す
。

　

な
お
、
平
成
19
年
度
に
全
額
免

除
ま
た
は
若
年
者
納
付
猶
予
が
承

認
さ
れ
た
人
で
、
継
続
審
査
を
希

望
し
て
い
る
人
は
、
平
成
20
年
度

の
申
請
は
必
要
あ
り
ま
せ
ん
。後
日
、

社
会
保
険
事
務
所
か
ら
郵
送
さ
れ

る
通
知
を
確
認
し
て
く
だ
さ
い
。

保
険
料
免
除
制
度

対
象　

本
人
（
学
生
を
除
く
）・
配

　

偶
者
・
世
帯
主
の
前
年
所
得
が

　

一
定
額
以
下
の
人

承
認
期
間　

７
月
か
ら
翌
年
６
月

若
年
者
納
付
猶
予
制
度

対
象　

30
歳
未
満
の
人
（
学
生
を

　

除
く
）
で
、
本
人
・
配
偶
者
の

　

前
年
所
得
が
一
定
額
以
下
の
人

承
認
期
間　

７
月
か
ら
翌
年
６
月

学
生
納
付
特
例
制
度

対
象　

学
生
で
、
本
人
の
前
年
所

　

得
が
一
定
額
以
下
の
人

承
認
期
間　

４
月
か
ら
翌
年
３
月

退
職
（
失
業
）
に
よ
る
特
例

　

申
請
す
る
年
度
ま
た
は
前
年
度

に
お
い
て
退
職
（
失
業
）
し
た
場

合
は
、
特
例
で
退
職
者
本
人
の
給

与
所
得
に
つ
い
て
は
審
査
が
不
要

と
な
り
ま
す
。
配
偶
者
や
世
帯
主

が
退
職
し
た
場
合
も
対
象
と
な
り

ま
す
。
た
だ
し
、
配
偶
者
や
世
帯

主
に
一
定
額
以
上
の
所
得
が
あ
る

と
き
は
認
め
ら
れ
な
い
場
合
が
あ

り
ま
す
。

ー
持
参
す
る
も
の
ー　

①
年
金
手
帳

②
印
鑑

③
平
成
20
年
度
ま
た
は
平
成
19
年

　

度
に
失
業
し
た
人
は
、
雇
用
保

　

険
受
給
資
格
者
証
ま
た
は
雇
用

　

保
険
被
保
険
者
離
職
票
等
の
写
し

④
学
生
の
場
合
は
、
新
学
年
の
学

　

生
証
（
コ
ピ
ー
可
。
た
だ
し
、

　

有
効
期
限
が
裏
面
に
記
載
し
て

　

あ
る
場
合
は
両
面
の
コ
ピ
ー
。）

　

ま
た
は
在
学
証
明
書

⑤
１
月
２
日
以
降
に
転
入
し
た
人

　

は
、
１
月
１
日
の
住
所
地
で
の

　

所
得
証
明
書
（
控
除
の
内
訳
が

　

記
入
し
て
あ
る
も
の
）

★
本
庁
市
民
課
年
金
保
険
係
☎
㉕

　

１
１
１
４
、
総
合
支
所
市
民
課

　

年
金
保
険
係
☎
72
１
３
３
１
（
内

　

線
３
３
４
）、熊
谷
社
会
保
険
事

　

務
所
☎
０
４
８̶

５
２
５̶

１

　

８
４
４

市
民
税
・
県
民
税
の
申
告
相
談
を

実
施
し
ま
す

　

市
で
は
、
市
民
税
・
県
民
税
の

申
告
が
必
要
と
思
わ
れ
る
人
（
対

象
者
に
は
７
月
初
旬
に
通
知
）
を

対
象
に
申
告
相
談
を
実
施
し
ま
す
。

　

な
お
、
申
告
は
随
時
受
け
付
け

て
い
ま
す
の
で
、
申
告
を
済
ま
せ

て
い
な
い
人
は
早
め
に
申
告
を
お

願
い
し
ま
す
。

日
時　

７
月
15
日
㈫
〜
18
日
㈮　

　

午
前
９
時
〜
正
午
、午
後
１
時
〜

　

４
時

会
場　

課
税
課
（
市
役
所
１
階
）

対
象　

①
か
ら
③
に
該
当
す
る
人

①
前
年
に
市
民
税
・
県
民
税
が
課

　

税
さ
れ
て
い
て
、
今
回
申
告
し

　

て
い
な
い
人
ま
た
は
給
与
支
払

　

報
告
書（
年
金
も
含
む
）が
市
に

　

提
出
さ
れ
て
い
な
い
人

②
不
動
産
収
入
ま
た
は
報
酬
（
外

　

交
員
報
酬
含
む
）
等
が
あ
り
、

　

申
告
を
し
て
い
な
い
人

③
公
共
事
業
の
用
地
買
収
に
伴
う

　

土
地
や
建
物
等
の
譲
渡
所
得
等

　

が
あ
り
、
申
告
を
し
て
い
な
い

　

人
（
特
別
控
除
を
適
用
す
る
た

　

め
に
は
申
告
が
必
要
で
す
。）

※
所
得
税
が
課
税
さ
れ
る
場
合
や

源
泉
徴
収
さ
れ
た
支
払
調
書
等
が

あ
る
場
合
お
よ
び
土
地
建
物
の
譲

渡
所
得
等
に
つ
い
て
は
、
税
務
署

へ
申
告
し
て
く
だ
さ
い
。

所
得
・
課
税
証
明
書
の
発
行
に
つ

い
て

　

申
告
を
期
限
後
に
す
る
人
で
、

所
得
・
課
税
証
明
書
が
必
要
な
場

合
は
、
申
告
後
に
発
行
し
ま
す
。

た
だ
し
、
市
民
税
・
県
民
税
が
課

税
と
な
る
人
に
つ
い
て
は
、
納
税

通
知
書
発
行
後
に
証
明
書
を
発
行

し
ま
す
。

扶
養
控
除
の
確
認
に
つ
い
て

　

申
告
書
ま
た
は
給
与
支
払
報
告

書
（
年
金
も
含
む
）
に
基
づ
き
、

次
の
①
②
に
該
当
す
る
人
に
電
話

ま
た
は
文
書
で
扶
養
の
確
認
を
行

い
ま
す
。
ま
た
、
市
外
の
人
を
扶

養
し
て
い
る
場
合
は
、
そ
の
住
所

地
の
市
役
所
等
へ
被
扶
養
者
の
合

計
所
得
等
の
確
認
を
行
い
ま
す
。

①
重
複
し
て
扶
養
を
と
っ
て
い
る

　

場
合
（
複
数
の
納
税
義
務
者
が

　

同
一
の
人
を
扶
養
対
象
親
族
と

　

す
る
こ
と
は
で
き
ま
せ
ん
。）

②
確
定
申
告
書
ま
た
は
給
与
支
払

　

報
告
書
（
年
金
も
含
む
）
に
扶

　

養
の
記
載
が
あ
る
が
、
そ
の
扶

　

養
者
を
特
定
で
き
な
い
場
合

※
確
認
の
結
果
、
扶
養
等
を
取
り

消
し
た
場
合
は
、本
人（
普
通
徴
収

の
場
合
）ま
た
は
勤
務
先（
特
別
徴

収
の
場
合
）
に
通
知
し
ま
す
。

住
民
税
の
寄
附
金
税
制
が
変
わ
り

ま
す

　

住
民
税
の
寄
附
金
控
除
の
対
象

と
な
る
地
方
公
共
団
体
等
に
平
成

20
年
１
月
１
日
以
後
に
寄
附
を
行

っ
た
場
合
は
５
、
０
０
０
円
を
超

え
る
額
に
つ
い
て
、
総
所
得
金
額

等
の
30
％
を
上
限
に
税
額
控
除
方

式
に
よ
り
控
除
さ
れ
る
こ
と
と
な

り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
特
に
地
方
公
共
団
体
へ

の
寄
附
金
、
い
わ
ゆ
る
「
ふ
る
さ

と
納
税
」
に
つ
い
て
の
特
例
控
除

額
も
、
個
人
住
民
税
所
得
割
の
１

割
を
上
限
に
拡
充
さ
れ
ま
し
た
。

自
立
支
援
教
育
訓
練
給
付
金
事
業

　

母
子
家
庭
の
母
親
が
次
の
指
定

対
象
講
座
を
受
講
し
修
了
し
た
場

合
、
費
用
の
一
部
を
支
給
し
ま
す
。

指
定
対
象
講
座　

雇
用
保
険
制
度

　

の
教
育
訓
練
給
付
の
指
定
教
育

　

訓
練
講
座
等（
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
、

　

医
療
事
務
等
）

支
給
額　

費
用
の
20
％
に
相
当
す

　

る
額
（
上
限
は
10
万
円
で
す
。

　

４
、
０
０
０
円
を
超
え
な
い
場

　

合
は
支
給
さ
れ
ま
せ
ん
。）

申
請
方
法　

事
前
に
相
談
の
う
え
、

　

講
座
を
申
し
込
む
前
に
そ
の
講

　

座
を
指
定
申
請
し
、
修
了
後
１

　

か
月
以
内
に
給
付
金
の
申
請
と

　

な
り
ま
す
。

高
等
技
能
訓
練
促
進
費
等
事
業

【
高
等
技
能
促
進
費
】

　

母
子
家
庭
の
母
親
が
次
の
資
格

を
取
得
す
る
た
め
、
２
年
以
上
養

成
機
関
等
で
修
業
す
る
場
合
の
一

定
期
間
に
つ
い
て
支
給
し
ま
す
。

対
象
資
格　

看
護
師
、
介
護
福
祉

　

士
、
保
育
士
、
理
学
療
法
士
、

　

作
業
療
法
士
等

支
給
額
（
月
額
）　

・
市
民
税
非
課
税
世
帯

　

10
万
３
、
０
０
０
円

・
市
民
税
課
税
世
帯

　

５
万
１
、
５
０
０
円

※
課
税
非
課
税
に
つ
い
て
は
、
平

成
20
年
４
月
以
降
に
入
学
し
た
人

か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。
そ
れ
以
前

に
入
学
し
た
場
合
の
支
給
額
は
、

月
額
10
万
３
、
０
０
０
円
で
す
。

支
給
期
間　

修
業
期
間
の
最
後
の

　

３
分
の
１
（
上
限
12
か
月
）

申
請
方
法　

事
前
に
相
談
の
う
え
、

　

修
業
期
間
の
３
分
の
２
が
経
過

　

し
た
後
に
申
請
し
、
支
給
が
決

　

定
さ
れ
た
場
合
は
、
毎
月
促
進

　

費
の
請
求
と
な
り
ま
す
。

【
入
学
支
援
修
了
一
時
金
】

　

高
等
技
能
促
進
費
を
受
給
し
て

い
る
人
に
つ
い
て
、
養
成
課
程
を

修
了
後
に
支
給
し
ま
す
。

支
給
額

・
市
民
税
非
課
税
世
帯　

５
万
円

・
市
民
税
課
税
世
帯

２
万
５
、
０
０
０
円

※
た
だ
し
、平
成
20
年
４
月
以
降

に
入
学
し
た
人
か
ら
適
用
さ
れ
ま

す
。

★
子
育
て
支
援
課
☎
㉕
１
１
３
０
、

　

総
合
支
所
健
康
福
祉
課
☎
72
１

　

３
３
１
（
内
線
３
１
６
）

平成20年度市民税・県民税の平成20年度市民税・県民税の
課税について課税について

課税課　☎㉕1123課税課　☎㉕1123

免除の所得基準額

所得基準額 月額保険料
（平成20年度）

全額免除・若年者納付猶予 （扶養親族等の数+1）×35万円＋22万円 ０円
４分の３免除 78万円+（扶養親族等の数×38万円※）＋社会保険料控除等 3,600 円
半額免除 118万円+（扶養親族等の数×38万円※）＋社会保険料控除等 7,210 円
４分の１免除 158万円+（扶養親族等の数×38万円※）＋社会保険料控除等 10,810 円
学生納付特例 118万円+（扶養親族等の数×38万円※）＋社会保険料控除等 ０円

※扶養親族等が老人控除対象配偶者または老人扶養親族であるときは48万円、特定扶養親族であるときは63万円。

国民年金の
受給資格期間

老齢基礎年金を受けるとき
（全額納付した場合の年金額
と比較した場合）

障害･遺族基礎年金
を受けるとき 追納期間

全額免除

算入されます

年金額に３分の１が反映

保険料納付済期間
と同じ扱いです

10年以内
※保険料を追納す
る場合、３年目か
ら当時の保険料に
加算金がつき高く
なります。

４分の３免除 年金額に２分の１が反映
半額免除 年金額に３分の２が反映
４分の１免除 年金額に６分の５が反映
若年者納付猶予・
学生納付特例 年金額には反映されません

免除や納付猶予等を受けた期間の取り扱い

※「４分の３免除」、「半額免除」、「４分の１免除」を受けた場合、残りの保険料（納付すべき保険料）を納付し
ないと未納期間となり、その期間分は追納できません。
※学生の場合は、納付特例の規定が優先し、免除申請をすることはできません。

母子家庭自立支援母子家庭自立支援
給付金制度について給付金制度について
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